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シンポジウム「『学び』を改めて問う―主体的な学びとは何なのか―」

司会　松　下　佳　代（京都大学高等教育研究開発推進センター教授）

（松下）　それでは、シンポジウムに移らせていただきます。本日のシンポジウムは、「『学び』を改めて問う―主体的
な学びとは何なのか―」というテーマで行います。皆さまには、発表論文集が配布されているかと思いますが、10

ページに趣旨を簡単に書いておりますので、そちらも併せてご覧いただければと思います。
Learningという英語の言葉に対しては現在いくつかの訳語があるわけですが、「学習」と、今日のテーマにもあり

ます「学び」、それから、昨年の 8月に出ました中教審答申では、「学修」という言葉が使われております。主体的な
学び、学修ということが中教審答申の一番のキーワードになっていたわけですが、主体的な学修というものをどのよ
うに行うのかという方法論に入る前に、まず原理的なところから、学びとは何なのか、主体的な学びとはどういうこ
となのか、教員の側、あるいは大学の側が学生の主体的な学びを促すことは果たして可能なのかという原理的な問い
から改めて問い直したいということで、今回のシンポジウムを企画いたしました。
そういう企画の趣旨に照らして、今回シンポジウムに登壇していただいている先生方は、学び論ということにご自
分のご専門の立場から深く探究されてきた方々ばかりです。まず、東北大学大学院教育情報学研究部の研究部長でい
らっしゃる渡部信一先生です。先ほど打ち合わせで、今日は「先生」は使わないで「さん」付けにしようということ
を言いましたので、私はすぐ先生と言ってしまうのですが、これから「さん」と申し上げたいと思います。
渡部さんは、デジタルテクノロジーを使って、デジタルの側からアナログな学びを問い直すという研究をなさって
います。特に伝統の学び、日常での学びといったようなことから、学校の学び、学校学習ということを議論していた
だけるものと思っています。
続きまして、そのお隣、美馬のゆりさんです。公立はこだて未来大学情報科学部の教授でいらっしゃいます。美馬
さんの研究分野は、学びの場のデザイン、学習環境デザインということで、公立はこだて未来大学そのものが美馬さ
んの研究成果の表れでもあり、フィールドでもあるという、そういう研究をなさっています。
続きまして、東京大学大学院教育学研究科教授の田中智志さんです。ご専門は教育思想史、教育臨床学ということ
で、教育に関わるいろいろな概念の歴史ということも研究されています。たとえば、社会性や主体性ということも研
究対象の一つになっています。今日は、そういう観点から原理的な考察をしていただけるものと思っています。
続きまして、共栄大学教育学部教授／学部長、また、東京大学の名誉教授でもいらっしゃる藤田英典さんです。ご専門は 

教育社会学で、日本学術会議で分野別の参照基準を構築するというところでも大きな力を発揮してくださっています。
最後に、文部科学省より松坂浩史さんです。松坂さんは、これまで国立大学法人支援課、それから高等教育企画課などを 

歩んでこられました。実は、現在、名古屋大学大学院教育発達科学研究科、博士後期課程にも在籍されて研究もなさってい 

るそうです。本日も研究的な観点と文部科学省の側の観点をあわせてお話しいただけるのではないかと思っております。
このような顔ぶれで、今日は「『学び』を改めて問う」というテーマについて、多角的に議論していただく予定です。 

4時間もの長丁場になりますが、最後までご参加いただければと思います。どうぞよろしくお願いいたします。（拍手）
初めに、今回のシンポジウムのタイムテーブルを簡単にご紹介しておきたいのですが、まずこの後、5人の報告者

の方に 25分ずつご報告をいただきます。お 1人持ち時間 25分ということでお伝えしていますので、時間が 25分以
内で収まれば、適宜、質疑応答を入れさせていただくということを考えております。報告が終わりましたら 15分ほ
ど休憩を取りますが、そのときに皆さまにお配りしています質問票の方に質問・ご意見などをお書きいただければと
思います。「○○先生へ」と宛先を書くようになっているかと思いますので、それぞれの方に 1枚ずつ、もし複数の
方に質問があるときには分けてお書きください。ご質問いただきましたら、それぞれの報告者の方に私の方から配っ
て、それぞれご覧いただいてお答えいただくという形で質疑応答を行います。
その後は、せっかく、なかなか一学会ではお目にかかれないようないろいろな分野の先生方に来ていただいていま
すので、できるだけパネリスト間でのディスカッションを、フロアの皆さまからいただいた論点も踏まえながら入れ
ていきたいと考えております。大体このような形で 4時間進めていきたいと思っています。
それでは早速ですが、最初の渡部さんのご報告に移りたいと思います。
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『京都大学高等教育研究』編集規定

（平成 18年 5月 1日改正）

  1  ．本誌は高等教育研究を目的として、京都大学高等教育研究開発推進センターが発行する研究誌である。

  2  ．本誌には、本センター関係教員の論考、共同研究の報告その他本センターの研究活動、本学の高等教育改革に関

する記事等を編集掲載する他、投稿論考を掲載する。ただし、投稿論考については、当分の間、次項に規定する

編集委員会が、編集上の責任を負える範囲でのものに限定する。

  3  ．本誌の編集のために編集委員をおく。編集委員長は、センター長が委嘱する。編集委員長は編集委員若干名を委

嘱する。編集事務を担当するために編集幹事をおく。編集幹事は編集委員長が委嘱する。編集委員長及び編集委

員の任期は 1年とする。ただし、再任を妨げない。

  4  ．編集委員会は、各年度の編集方針その他編集に必要な事項を定める。

  5  ．本誌に論考の掲載を希望する者は、所定の投稿規定及び編集委員会の定める各年度の編集方針に従い、編集委員

会事務局に送付しなければならない。

  6  ．投稿された論考の掲載および論考の区分は、編集委員会の合議によって決定する。

  7  ．掲載された論考について、編集委員会は若干の変更を加えることができる。ただし、内容に関して重要な変更を

加える場合は、執筆者との協議を経るものとする。

（附則）本規定は、平成 18年度発行の『京都大学高等教育研究』第 12号から施行する。

『京都大学高等教育研究』投稿規定

（平成 24年 3月 1日改正）

（全般）

  1  ．論考の内容は、日本及び世界の高等教育研究に寄与しうるものとし、かつ、当分の間、編集委員会が、編集上の

責任を負える範囲でのものとする。この責任の範囲については、投稿の前に、編集委員会に問い合わせること。 

  2  ．論考は、研究論文、研究ノート、実践報告、招待論文、センター教員・共同研究論考に区分される。「研究論文」

は、学問的な手続きに基づいておこなわれた、高等教育に関する独創的・新規な研究で、その研究結果が高等教

育研究の発展に寄与する論考である。「研究ノート」は、高等教育研究への有益な資料となる論考である。「実践

報告」は、高等教育研究への示唆となる、高等教育に関する実践の報告である。「招待論文」は、編集委員会が

寄稿を依頼した論考である。センター教員・共同研究論考は、センターの専任教員の論考もしくはセンターの共

同研究に関わる論考である。

  3  ．論考は未発表のものに限る。ただし、口頭発表及びその配布資料はこの限りでない。

  4  ．論考を投稿する場合、研究論文、研究ノート、実践報告のいずれかの希望する区分を明記する。なお掲載にあ 

たって編集委員会が区分の変更を求めることがある。

  5  ．投稿された論考は、レフェリー制度を通じて選定の上編集される。投稿原稿は原則として返却しない。 

  6  ．論考は原則として日本語あるいは英語を用いて作成すること。

  7  ．原稿は原則として以下の作成要領により、ワープロソフトによって作成するものとする。ただし、センター教 

員・共同研究論考の分量については、この限りではない。
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〈日本語の場合〉

・A4版用紙を縦位置で使用し、横書きとする。

・40文字×25行の 1,000字を 1頁とし、20頁以内の分量とする（図表、注、参考文献 を含む）。

・題名の後に題名の英訳及び英文 200語程度の要約を付すこと。

・キーワードを日本語・英語それぞれ 5つ以内であげること。

〈英語の場合〉

・A4版用紙を縦位置で使用し、横書きとする。

・300語程度を 1頁とし、20頁以内の分量とする（図表、註、参考文献 を含む）。

・200語程度の要約を付すこと。

・キーワードを 5つ以内であげること。

・フォントは Times New Romanとし、サイズは 12ポイントとする。

  8  ．原稿 1部を編集委員会に提出する。また、別紙として、氏名（ふりがな）、所属（職名その他を含む）、連絡先（郵

便番号、住所、電話番号）、希望区分（研究論文、研究ノート、実践報告のいずれか）を記入した用紙を添付する。

（用語）

  9  ．使用漢字は常用漢字を、仮名づかいは現代仮名づかいを原則とする。数字は原則として算用数字を使用する。た

だし、特殊な文字、用語ならびに記号の使用については編集委員会に相談のこと。

10．外国人名、外国地名に原語を用いるほかは、叙述中の外国語は活字体で表記し、なるべく訳語をつける。

（注・引用文献）

11．注及び引用文献は、論考末に一括して掲げる。引用文献は、日本語文献、外国語文献を問わず、注のあとにまと

めてアルファベット順に記載する。論文の場合は、著者、発行年、文献題目、雑誌名、巻号、頁の順に記載する。

単行本については、1冊を引用対象とする場合、著者、発行年、書名、発行所の順に記載し、一部分を引用する

場合には、著者、発行年、引用部分の題目、編者、書名、発行所、頁の順に記載する。なお、訳書の場合は、原

書の著者名、原書発行年、原書名、原書発行所名を書き、その後に、著者名の日本語表記、訳書の発行年、訳書

名、訳者名、訳書の発行所名の順に記載する。なお、句読点、カッコ、斜体等については下例を参照のこと。

〈例〉

①論文

田口真奈（2007）．「高等教育における IT利用実践研究の動向と課題―eラーニングと遠隔教育を中心に―」『京都大

学高等教育研究』13号，89-99頁．
Dall’Alba G., & Barnacle, R. (2007). An ontological turn for higher education. Studies in Higher Education, 32(6), 679–691.

②単行本

田中毎実（2003）．『臨床的人間形成論へ―ライフサイクルと相互形成―』勁草書房．

京都大学高等教育研究開発推進センター（編）（2003）．『大学教育学』培風館．

松下佳代（2010）．「〈新しい能力〉概念と教育―その背景と系譜―」松下佳代（編著）『〈新しい能力〉は教育を変え

るか―学力・リテラシー・コンピテンシー―』ミネルヴァ書房，1-42頁．
Hermans, H. J. M. (1995). From assessment to change: The personal meaning of clinical problems in the context of the self-

narrative. In R. A. Neimeyer, & M. J. Mahoney (Eds.), Constructivism in psychotherapy (pp. 247–272). Washington, DC: 

American Psychological Association.

Hermans, H. J. M., & Kempen, H. J. G. (1993). The dialogical self: Meaning as movement. San Diego: Academic Press.ハー

マンス，H.・ケンペン，H.（2006）．『対話的自己―デカルト／ジェームズ／ミードを超えて―』（溝上慎一・水

間玲子・森岡正芳訳）新曜社．

12．引用文献と注を区別し、注は本文中の該当個所に、上付き文字で（1）、（2）……と指示し、論考末尾にまとめて

記載する。

13．引用文献は、本文中では、著者名（出版年）、あるいは（著者名，出版年）として表示する。同一著者の同一年

の文献については、a, b, c,……をつける。
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〈例〉

・田中（1995a）が強調するように

・……という調査結果も提示されている（田中，1996）。

（その他）

14．稿料の支払い、掲載料の徴収は行わない。ただし掲載誌 2部と抜き刷り 30部を贈呈する。なお、抜き刷りにつ

いては、それ以外にもあらかじめ注文があれば実費で作成する。

15．投稿は随時受け付けるが、発刊期日との関係で、年 1回の締切日をもうける。

①原稿締切日：8月 31日

②提出書類：

a．     論文本文

b．   『投稿時の確認について』（当センター HP http://www.highedu.kyoto-u.ac.jp/index.html内『京都大学高等教育研究』 

編集規定 http://www.highedu.kyoto-u.ac.jp/journal_kitei/index.htmlよりダウンロードし、投稿条件の確認、署名の

上提出してください。）

③提出方法：上記の 2つの提出書類を以下のいずれかの方法で提出してください。

紙媒体または電子メールのいずれかで

・紙媒体：印刷出力 1部、消印有効

・電子ファイル：23時 59分まで

＊ただし、3日以内（土日祝祭日含まず）に受領返信メールが届かなければ、お問い合わせください。

④提出先

・紙媒体：〒606-8501 京都市左京区吉田二本松町　京都大学高等教育研究開発推進センター

　　　　　　　　　　 『京都大学高等教育研究』編集委員会

・電子ファイル：kiyou@highedu.kyoto-u.ac.jp

16．掲載された論考の著作権は京都大学高等教育研究開発推進センターに属する。

17．本規定の改正は編集委員会が行う。

（附則）本規定は、平成 24年度発行の『京都大学高等教育研究』第 18号から施行する。

■問い合わせ先

 『京都大学高等教育研究』編集委員会

 730center@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp

　（メール送信の際、件名に「京都大学高等教育研究についての問い合わせ」とお書きください。）
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